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１．はじめに
研究の背景と目的
　近年、海外の観光局を含むDMOにおいて異業種連携を重視
する動きが高まっている（UNWTO，2009；トラベルジャーナ
ル，2017；Morrison，2019）。本稿で議論する DMO とは日本
独自の「観光地域づくり法人」のことではなく、国連世界観光
機関（以降、UNWTO）（2020）が定める「様々な関係機関、利
害関係者及び観光従事者を取りまとめ、デスティネーションの
共通ビジョンに向かって連携を促す主導的な組織（UNWTO，
2019，p.16）」のことである。DMOとは重層的な組織の総称で、
ヨーロッパ旅行委員会や、スカンジナビア政府観光局、メルコ
スール観光局（１）など複数国の連携によって作られるDMOや、
国家単位 DMO、州・準州単位 DMO、都市・地域単位 DMO、
都市・地域内DMOが存在する（２）。
　旅行業専門誌のトラベルジャーナルが2017年に海外DMOに
対して興味深い調査を行っている。この先、特に重視する事業
活動は何かという質問に対して「異業種とのタイアップ」の上
昇率が最も大きく、９ポイントと２位以下を大きく引き離して
いる（３）。また、ツーリズムとホスピタリティ研究の世界権威
で（４）イギリス、グリニッジ大学のアラスター・モリソン教授
（2019）は、複数のDMOの学識経験者や研究者の先行研究をも
とに、世界のDMOが今後重視すべき喫緊の重要課題のひとつ
に、他のDMOや、ツーリズム・ビジネス以外との異業種連携
を積極的に推進することを挙げている。加えて、多種多様な企
業・組織と連携を図ることができるコラボレーション・エキス
パートと呼ばれる専門人材の必要性にも言及している（５）。
　日本では、DMOの異業種連携は、ニュースや記事に取り上
げられることがあっても、どのような背景からDMOが異業種
連携を導入しているのか、なぜ同じツーリズム・ビジネスでは
なく、敢えてツーリズム・ビジネス以外の企業・組織との異業
種連携に意味があるのかなど議論されることが極めて少ない。
また、近年、日本においてDMOの財源に関する議論が高まり
をみせる中、海外では異業種連携が財源獲得の有効な手段とし
ても注目を集めている。こうした背景から、今こそ、日本でも、
DMOにおける異業種連携を掘り下げて研究する必要があるの
ではないかという問題意識から本稿を書く。
　本稿の目的は、今後の論文投稿に先駆けて、海外文献を積極
的に活用することによって、（１）DMOにおける異業種連携に
関する先行研究、（２）DMOにおける異業種連携の実態、（３）
DMOにおける異業種連携の導入背景を整理することである。

２．DMOにおける異業種連携（先行研究の整理）
2－1．DMOにおける異業種連携に関する先行研究
　海外には DMOにおける異業種連携に関する研究は数多く、
コラボレーション・マーケティングの枠組みで議論されること
がある。実際に、1996年から2016年に投稿された世界のデステ
ィネーション・マーケティングの学術研究のうち4.76％がコラ

ボレーション・マーケティングをテーマとするものである（６）。
アメリカのセントラル・フロリダ大学のデスティネーション・
マーケティング研究者のアラン・フィアル教授ら（７）は、コラボ
レーション・マーケティングとは、複数の企業・組織が連携し
て行うマーケティングのことで、特に、グローバル市場におい
てプレゼンスの強化を図るツーリズム・ビジネスで多く見られ
ると指摘している。その代表例が航空会社のエアライン・アラ
イアンスや、宿泊会社のホテル・コンソーシアム、そしてDMO
のデスティネーション・パートナーシップである（８）。デスティ
ネーション・パートナーシップとは、DMOが他の DMOを含
む２つ以上の企業・組織と連携を図り、共通の目標を定め、互
いに経営資源を投下しあいながら、あらかじめ決めた目標を達
成するために取り組む活動のことである（９）。2006年以降、DMO
における異業種連携が世界的に高まりを見せている（10）。

2－2．DMOにおける異業種連携の実態
　こうした世界の潮流を受けて、UNWTOは、2009年に DMO
の異業種連携に関して掘り下げた議論を行っている。UNWTO
は、DMOと異業種連携を図る企業・組織のことをノン・トラ
ベル・パートナーと呼んでいる。異業種連携の最大の価値は、
デスティネーションの魅力を既存市場ではなく、新規市場に対
して、効率的に訴求できることだと述べている（11）。DMOが同
じツーリズム・ビジネスと連携を図っても、そのメッセージの
対象は、すでに旅行に関心のある消費者に限られてしまう。
UNWTOは、アイルランド国家DMO（アイルランド政府観光
庁）がギネスビール社や、イギリス国家DMO（ビジットブリ
テン）がソニーとEMI と戦略的異業種連携に言及している。
　UNWTO（2009）によると、DMOのノン・トラベル・パー
トナーの多くは、映画会社、音楽会社、食品メーカー、自動車
メーカーである。とりわけ、生活者のライフスタイルに深く根
差している映画会社や、ワイン業界、フルーツ業界、ファッシ
ョン業界、テクノロジー業界などとの連携は、DMOとノン・
トラベル・パートナーの双方に、相互便益をもたらす傾向にあ
る（UNWTO，2007）（12）。モリソン教授（2019）は、近年、ノ
ン・トラベル・パートナーは、インターナショナル・クレジッ
トカード会社や、消費財メーカー、金融機関などにも拡大して
いる事実を明らかにしている（13）。アメリカの DMO は、イン
ターナショナル・クレジットカード会社との異業種連携に意欲
的で、サンフランシスコ市DMO（サンフランシスコ・トラベ
ル）はアメリカン・エキスプレス社と、ニューヨーク市DMO
（NYCカンパニー）は、ビザ・インターナショナル社と異業種
連携を促進している（14）。

2－3．DMOにおける異業種連携の導入背景
　DMOにおける異業種連携の導入背景には４つの理由がある。
第１は自主財源の獲得である。DMOが補助金依存体制からの
脱却を図り、独自で自主財源を獲得することは各国DMOの共
通の課題である（15）。国境を越える人々の往来の増加は、各国
DMO にとって絶好のマーケティングの機会であるが、各国
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DMOの予算は減少傾向にある（16）。さらに、DMOは、歴史的
に、金融・経済危機や、感染症、自然災害など外的要因の影響
を受け、政治的な判断で観光に対する優先順位の低下を余儀な
くされ、補助金が削減され、オフィスの縮小や人員整理など抜
本的な改革を迫られている（17）。こうした不確実性が高まる中、
DMOは、補助金に過度に依存することなく、持続可能な財源
獲得モデルを構築する必要がある（18）。UNWTOが明らかにした
ように、映画会社や、音楽会社、食品メーカー、自動車メーカー
などは、消費者に親しみやすいだけではなく、比較的多くの宣
伝費や、資金力にめぐまれていることもDMOにとって魅力的
である。
　第２はガバナンスの強化である。DMOがリーダーシップを
発揮しながら、ノン・トラベル・パートナーと、ジョイント・
ベンチャー形式のキャンペーンを推進することは、政府に対し
て一定のパフォーマンスを示すことにつながると考えられてい
る（19）。UNWTOが2019年にとりまとめた報告書「DMO強化の
ためのガイドライン」の中で、DMOが DMO以外の事業者と
連携する取り組みや、民間セクターとの有効な連携関係の構築
などはDMOのガバナンスを強化することにつながると述べて
いる（20）。
　第３はデスティネーションのイメージを戦略的に作り上げる
ためである。マーケティングの第一人者であるフィリップ・コ
トラー教授（1998）は、このことを戦略的イメージ・マネジメ
ントと表現している。コトラー教授（2005）は、既述したアイ
ルランド国家DMO（アイルランド政府観光庁）とギネスビー
ル社との連携を実例としてあげている。グローバル市場におい
てアイルランドはギネスビールの国として確固たるイメージを
確立することに成功している（21）。また、ナミビア国家DMO（ナ
ミビア政府観光局）は、イギリスの自動車メーカー、ランドロー
バー社との異業種連携を強化し、他のアフリカ諸国と差異を図
るために、広大な砂漠でのドライブ旅行を訴求することによっ
て、オフロード・デスティネーションとしての競争優位性を確
立している（22）。このようにグローバル市場でイメージ作りに成
功している多くのデスティネーションは、DMOと企業が歩調
をあわせながら、事業を推進している。企業を巻き込むことに
よってスケールメリットが大きく働くためである（23）。

３．まとめ
　日本では、DMOの異業種連携は、ニュースや記事に取り上
げられることがあっても、どのような背景からDMOが異業種
連携を導入しているのか、なぜ同じツーリズム・ビジネスでは
なく、敢えてツーリズム・ビジネス以外の企業・組織との異業
種連携に意味があるのかなど議論されることが少なかった。そ
こで、本稿では、今後の論文投稿に先駆けて、海外文献を積極
的に活用することによって、（１）DMOにおける異業種連携に
関する先行研究、（２）DMOにおける異業種連携の実態、（３）
DMOにおける異業種連携の導入背景を整理してきた。本稿を
とおして、自主財源獲得の必要性や、ガバナンスの強化、戦略
的なデスティネーションのイメージ作りなどが各国DMOに異
業種連携を後押ししていることがわかった。なかでも自主財源
獲得の必要性は、各国 DMOにとって喫緊の重要課題である。
異業種連携をとおして自主財源の獲得を試みるDMOにとって、
多種多様な企業・組織と連携をうまく図ることができる専門人
材は必要不可欠となる。
　今後の課題は、海外DMOの異業種連携の事例を検証し、導

入の背景や、実質的な取り組みだけではなく、異業種連携が
DMOにどのような価値を生み出したのかまで掘り下げて研究
したい。戦略的な異業種連携の先行事例が豊富なアイルランド
や、アメリカ、イギリス、オーストラリア、カナダ、ニュージー
ランドなどのDMOは特に注目すべきであろう。
　近年、日本でもDMOにおける自主財源に関する議論が高ま
りをみせている（24）。その手段として、異業種連携に対する注目
がさらに高まるであろう。本稿がその一助となれば幸いである。
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